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株式会社滋賀銀⾏ 2024 年 10 ⽉ 1 ⽇ 

 

グリーン預⾦フレームワーク  サステナブルファイナンス本部 

担当アナリスト︓税所さやか 

 

格付投資情報センター（R&I）は滋賀銀行のグリーン預金フレームワーク（2024 年 10 月策定）が、以下の原則

の趣旨に準じるものであることを確認した。 

 

 

 

■資金使途 

事業区分 適格クライテリア 

再生可能エネルギー 

太陽光発電、風力発電、水力発電※1、地熱発電、バイオマス発電事業向け設備融

資※2（太陽光、風力、水力発電に要する土地の購入、太陽光パネル、パワーコンデ

ィショナー、発電モニター、蓄電池等の関連設備等の購入・設置、保守・管理にかか

る投資を含む） 

※１ 新規大規模水力発電は除く。 

※２ 持続可能性が確認されたものまたは廃棄物由来のものに限る。 

 

■オピニオンの位置付け 

グリーンボンド原則は預金商品を想定して策定されたものではないため、本グリーン預金フレームワークに関して原

則への適合性を評価することはできない。一方、預金の受け入れがグリーンボンドの発行による資金調達に相当

するという整理の下で、本グリーン預金フレームワークがグリーンボンド原則の各要素「調達資金の使途」「プロジェ

クトの評価と選定のプロセス」「調達資金の管理」「レポーティング」の求める特徴を持つことを確認できた。したがっ

て R&I は本グリーン預金フレームワークがグリーンボンド原則の趣旨に準じるものであると判断した。 

 

グリーンボンド原則（202１、ICMA） 
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1. 滋賀銀行の概要 

 滋賀銀行は 1933 年に設立された大津市に本店を置く全国中位の経済規模を持つ滋賀県のトップ地銀。近

江商人の売り手よし、買い手よし、世間よしという「三方よし」の精神を継ぎ、京都でも古くからの顧客を多く抱

える。日本国内で ESG ファイナンスが大幅に拡大する中、滋賀銀行は地銀をリードするトップランナーとして走

り続けている。環境省の「ESG ファイナンス・アワード・ジャパン」では 5 年連続で表彰を受けるほか CO2 排出

量算定ツール「未来よしサポート」の開発、エネルギー事業を行う 100％子会社「しがぎんエナジー」の設立

など銀行の枠を超えた活動へと発展している。 

 2017 年に地銀で初めて「しがぎん SDGs 宣言」を制定し、2030 年をターゲットとする重点項目に「地域経済

の創生」「地球環境の持続性」「多様な人材の育成」を掲げた。2023 年に「サステナブルな社会の実現に向

けた投融資方針」を制定し、ポジティブ・インパクトの拡大に向けて積極的に支援する取り組みや、ネガティブ・

インパクトの軽減・回避に向けて慎重に検討するセクターを明示した。 

 長期戦略で実現したい地域社会の姿に「自分らしく未来を描き、誰もが幸せに暮らせる社会」を掲げる。2024

年 4 月に開始した第 8 次中期経営計画では「『三方よし』で地域を幸せにする」というパーパス（存在意義）の

もと、地域を幸せにする好循環を生み出すための 3 つの基本戦略「インパクトデザイン」「ベース for グロース」

「ヒューマンファースト」を掲げ、事業活動を通じた社会的課題解決に取り組んでいる。サステナビリティ達成

指標には「地域や社会の持続可能性を高めるサステナブルファイナンス手法による投融資残高」や「カーボ

ンニュートラル社会の実現に向けた GHG 排出量削減（Scope 1, 2）などが設定されている。 

 今般、滋賀銀行は「地球環境の持続性」へ向けた施策の一環として脱炭素に対するアクセスの拡大を目的と

して「グリーン預金」を取り扱う。「脱炭素に係る取り組みはそれぞれの地域でしっかりと取り組む事が第一」と

の考えのもと、預入対象通貨を円及び米ドルとし、これらの通貨が及ぶ範囲で、滋賀銀行の営業エリアに限

定せずに世界でのカーボンニュートラルを推進する。 
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2. 調達資金の使途 

調達資金の使途として示された対象プロジェクトは明確な環境改善効果をもたらす。調達資金の使途は適切で

ある。 

(1) 対象プロジェクト 

 グリーン預金を通じて調達した資金を、適格基準に示す太陽光発電、風力発電、水力発電（新規大規模水

力発電を除く）、地熱発電・バイオマス発電（持続可能性が確認されたものまたは廃棄物由来のものに限る）

といった再生可能エネルギーに係る事業への新規および既存の融資案件に充当する。なお、融資にはグル

ープのしがぎんエナジーが実施する再生可能エネルギー事業を含む。 

 調達資金の使途が既存融資の場合は、遡って 3 年以内に実行された融資案件を対象とする。 

 資金使途は、グリーンボンド原則で例示されている事業区分「再生可能エネルギー」に該当する。 

 ■グリーン預⾦の概要 

 

(2) 環境改善効果 

 再生可能エネルギーの発電事業を適格クライテリアに設定することで、適格プロジェクトへの融資がもたらす

環境改善効果として CO2 排出量の削減が見込まれる。 

＜SDGs への貢献＞ 

 グリーン預金による調達資金を充当する適格プロジェクトは 「7. エネルギーをみんなに そしてクリーンに」 

「13. 気候変動に具体的な対策を」 に貢献するものしてと位置付けられる。 

   

 

（1）通貨︓円、⽶ドル 

（2）募集対象 : 個⼈および法⼈ 

（3）最低預⼊額︓1,000 万円または 10 万⽶ドル 

（4）預⼊期間 : （円貨）6 か⽉以上３年以内（外貨）６か⽉以上３年以内 

（5）適⽤利率 : 円貨は⼤⼝定期預⾦⾦利、⽶ドルは個別値決め 
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3. プロジェクトの評価及び選定のプロセス 

環境面での目標、規準、プロジェクトの評価・選定のプロセス、環境・社会リスクの特定・緩和・管理に関するプロ

セスが示されている。プロセスは、環境・社会に配慮したプロジェクトを選定するように定められている。評価・選定

のプロセスは適切である。 

(1) 環境面での目標 

 本グリーン預金の環境面での目標は「気候変動の緩和」である。 

(2) 規準 

 適格基準は、「しがぎん SDGs 宣言」及び「サステナブルな社会の実現に向けた投融資方針」に沿うように設

定されている。 

(3) 評価・選定の判断を行う際のプロセス 

 適格基準は営業統轄部、総合企画部サステナブル推進グループ、関連部署にて確認し、サステナビリティ

委員会を経て常務会で最終決定された。 

 充当対象となる個別のプロジェクトは、営業統轄部および市場国際部が「サステナブルな社会の実現に向け

た投融資方針」に沿って作成されたチェックシートを用いて確認し、審査部の融資審査を経て融資実行され

たもの（新規の場合は実行されるもの）である。その中から営業統轄部と市場国際部が上記適格基準を用い

てプロジェクトの適切性について評価し、総合企画部サステナブル推進グループが確認して適格プロジェクト

が選定される。 

(4) 環境・社会リスクの特定・緩和・管理に関するプロセス 

 充当対象となる個別のプロジェクトは「サステナブルな社会の実現に向けた投融資方針」に基づいて投融資

する事業によって生じるネガティブ・インパクトを軽減・回避するための対応がとられている。対象となる投融資

案件ごとに、融資審査過程において社会的リスクの評価を実施し、必要に応じて現地調査や投融資対象設

備が法令や条例を順守しているかを書面等で確認し、融資の可否を判断する。 

 

4. 調達資金の管理 

調達資金をグリーンプロジェクトに充当するための追跡管理の方法、未充当資金の運用方法が示されている。

調達資金の管理は適切である。 

 グリーン預金によって調達した資金は滋賀銀行の営業統轄部が行内システムを用いて充当状況を管理する。 

 適格プロジェクトへの融資に充当するまでの間、現金または現金同等物として運用する。 
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5. レポーティング 

開示のタイミング、方法、開示事項が示されている。環境改善効果に係る指標は環境面での目標に整合してい

る。レポーティングは適切である。 

(1) 開示の概要 

 レポーティングの概要は以下の通り。 

 開示事項 開示タイミング 開示方法 

資
金
充
当
状
況 

 グリーン預金残高 
 充当したプロジェクトの内容 
 融資残高 
 未充当金額 

グリーン預金の残高が
存在する間、少なくとも
１年に 1 回以上開示 

滋賀銀行の 
ウェブサイトで開示 

環
境
改
善
効
果 

CO2 排出削減（見込）量 （t-CO2） 

 

 グリーン預金の残高が存在する間、滋賀銀行のウェブサイト上で資金充当状況と環境改善効果を少なくとも

1 年に 1 回以上開示する。大きな状況の変化があった場合には、状況を確認したうえで滋賀銀行の WEB サ

イトに開示する。 

 

(2) 環境改善効果に係る指標 

 環境改善効果は、環境面の目標である「気候変動の緩和」に整合する定量指標として CO2 排出削減（見

込）量で示される。グリーン預金の残高は年間を通じて変動することから、以下のように計算される。 

 

(1) 1 年あたりの充当対象ごとの削減貢献量推計 

計算式：[C0₂排出削減量(tC0₂/年)] = (ア)発電量(kwh/年) X （イ）電力 C0₂排出係数(kgC0₂

/kwh)÷1,000 × 当行の対象ローン金額 ÷ プロジェクトローン総額 

 

（ア）発電量：発電量予測値 

（イ）排出係数：ロケーション基準値 

 

(2) 調達資金による削減貢献量推計 

(1)で算出した充当対象候補の 1 年あたりの削減貢献量の累積に対して、グリーン預金募集開始から 1

年間の調達資金の平均残存金額を乗じ、充当対象候補の 1 年間の平均融資金額で割ることにより推

計する。 

 

        以 上

[出所：滋賀銀行の選定基準「グリーン預金の調達資金使途について」より] 
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